
２０２０デジタルサイネージの基本方針（案）ついて

資料４－１０

平成２７年３月２３日



アクションプラン策定に向けた検討事項 

（１）デジタルサイネージシステムの基本仕様の作成（クラウド技術等を活用した効率的相互接続の確保） 
・以下のような要素を実現するデジタルサイネージシステムの基本仕様を作成するとともに、国際標準をめざす 

  （基本仕様で実現すべき事項の例） 
   ・サイネージシステム間の相互運用性の確保 
   ・プラットフォームの構築（クラウド技術の活用、多言語機能、災害時情報提供機能等） 
   ・災害時のデジタルサイネージの相互運用性の確保 
   ・リアルタイム配信 
   ・デジタルサイネージシステムとスマートフォン等他のデバイスとの連携、双方向通信機能  等 

（２）デジタルサイネージを活用したパブリックビューイングの環境整備 
   ・４K・8Kやデジタルサイネージを活用した超臨場感あふれる映像提供の実現方法 

（３）デジタルサイネージを活用したＩＣＴショーケースの基本構想の検討 
  （基本構想のイメージ） 
   ・ＩＣＴショーケースの要件（場所、目的、（災害、都市機能強化、ディストネーションの活性化等）、コンテンツ） 
   ・街全体としての導線の確保、生活圏・商業圏での交流増加、利活用の浸透等 
   ・2020年以降もその設備を使ったライブ、美術品鑑賞、海外との双方向授業など先を見据えた取組 

（４）デジタルサイネージの新たな活用方策 
  （基本要素の例） 
   ・放送と通信が連携した新たなメディアとしての位置づけ（価値創造、市場創出） 

（５）アクションプランを実現するための推進体制の整備 
   ・アクションプランを着実に実現し、目標を達成するための推進体制の早急な整備が必要。 
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 下記の事項を整理の上、「いつまでに」「誰が」「何を」するのかのアクションプランを検討・策定。 



検討にあたって必要な視点 

１．言葉の壁などを乗り越えた情報受発信の実現 

 ・訪日外国人や障がいのある方にＩＣＴがどう貢献できるか 

 ・デジタルサイネージシステムで多言語や障がい者のサポートに対応するためには、 

  どのような形で実現できるか 

   （例：多言語翻訳技術や無線通信技術（見えない看板）の活用、言語や手話のサポート、共通プラットフォーム構築等） 

 ・訪日外国人、障がいのある方が必要な情報は何か 

   （例：競技情報、観光情報、交通情報、バリアフリーマップ等） 

 ・どこに設置すべきか 等 
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２．競技会場に行くことができない方等との臨場感あふれるオリンピック・パラリンピックの感動を共有 

 ・全国各地の公園等に設置された大型スクリーンにおいて、８Ｋパブリックビューイングの実施 等 

３． レガシー、全国（各地域）への展開 

  ・オリンピック以降も活用できる資産として何を残していくのか 

  ・多言語対応や、災害時の情報発信に活用するデジタルサイネージ 

  ・これらの仕組みについて全国へ展開し、地域活性化、地域への訪日外国人誘致への活用 



２０２０デジタルサイネージの基本的な考え方 

【デジタルサイネージの使命】 

○ オリンピック・パラリンピック大会開催中も、会期中も、オリンピック開催後も、緊急災害時等への対応は社
会インフラとしてのデジタルサイネージの使命として重要であり、果たすべき役割。 

【デジタルサイネージに対する期待】 

○ 平常時における観光案内や大会情報の発信手段、非常時における災害情報等を迅速かつ正確に提供
する手段として、かつ、多言語で提供すること。 

○ 訪日外国人、高齢者や障がい者をスムーズに誘導、 、高齢化社会も見据えたバリアフリー環境整備の有
用なツール、街の交流人口の拡大機能の最適化、観光都市のエンターテイメント性の増幅、集客資源、モバ
イル端末やパーソナルメディアとの連動による機動性、即時性、拡張性の機能強化。 

【社会的要請への対応】 

○ 街や施設を超えたデジタルサイネージのネットワーク化、多言語対応、バリアフリー、災害時の情報提供、
競技情報の提供など、社会全体のニーズや要請に応じるための対応が必要。 
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２０２０デジタルサイネージ基本方針の対象と実現したい事項 

本ＷＧで検討対象とするデジタルサイネージ 

 より多くの公衆の目に触れる公共的な目的に活用できるデジタルサイネージを本ＷＧでの検討対象とする。 
ただし、これら以外のデジタルサイネージについても、できる限りこの方針に沿って整備されることが望まれる。 

デジタルサイネージで実現したい事項（アウトプットイメージ） 

① 多言語対応、スマートフォン等との連携により、個人に最適な、双方向による情報提供 

② 災害情報等の一斉配信 

③ デジタルサイネージを通じたＩＣＴショーケース【街の機能の高度化・景観美化】 

④ デジタルサイネージを活用した、国内外における４Ｋ・８Ｋでのパブリックビューイング 

基本方針の位置づけ 

 観光案内や大会情報の発信、非常時おける災害情報等の提供を目的としたデジタルサイネージの整備を
進めるにあたり、提供すべきサービスとその実現方法について、基本的な考え方を示す。 
 デジタルサイネージの導入にあたっては、設置場所や目的に応じて、本方針で定める事項について必要な
検討を行うこととする。 
 また、導入に当たっては、国際標準に準拠するものとする。 
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多言語対応、スマートフォンとの連携により、個人に最適な、双方向による情報提供 

【求められるサービス】 

① 競技情報、公共交通機関、宿泊情報、最適な通信経路の設定等、個人の属性（国籍等）にあわせた、
多言語での個人に最適な情報提供を実現すること。 

② 2020東京大大会では、特に公けの場に設置されたデジタルサイネージについては、訪日外国人を含
む我が国に滞在する人に対して、一定の時刻において、オリンピック・パラリンピック競技に関する最新
情報（スケジュール、競技結果、選手情報等）を一斉配信すること。 

③ 開催地のみならず、地方、海外において、会場に入れない観客と、オリンピック・パラリンピックの感動
（高精細映像）を共有できる場を提供すること。 

【実現方法の例】 

プラットフォームの構築、クラウド技術の活用（多言語対応）、コンテンツ・配信方法の統一化 コンテンツに
係る国際標準への準拠 等 

２０２０デジタルサイネージに求められるサービス① 
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災害情報等の一斉配信 

【実現方法の例】 
コンテンツフォーマット等の共通化、クラウド技術の活用（多言語・Ｌアラートとの連携）、他のデバイス連動
（言語選択、詳細情報入手）、双方向通信機能、Wi-Fi搭載、コンテンツに係る国際標準への準拠  等 

【求められるサービス】 

① 避難所等、災害時拠点となる施設・設備と連携し、地域の防災ステーション機能を提供すること。 

② 災害等の緊急時において、災害情報、避難所情報、公共交通機関情報、支援物資の配布情報等を、
災害地及びその近隣地域に設置された「災害情報提供デジタルサイネージ」から一斉配信すること。 

③ 最寄りの「災害用デジタルサイネージ」から最短の避難所まで、デジタルサイネージから発信される情報
をきっかけとして、スマートフォンなど手持ちの電子機器と連動させ、安全に誘導すること。 

デジタルサイネージを通じたＩＣＴショーケース【街の機能の高度化・景観美化】 

【求められるサービス】 

① 障がい者、高齢者含む、訪日外国人の動線をスムーズに誘導し、街の交流人口の拡大を促すこと。 

② 街の魅力を最大化する情報通信基盤となること。 

【実現方法】 

他のデバイスとの連動（詳細情報入手）、双方向通信機能、コンテンツに係る国際標準への準拠  
景観ガイドライン 等 

２０２０デジタルサイネージに求められるサービス① 
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① 地方公共団体等との連携体制の確立（平時、災害時を通じたエリア単位でのデジタルサイネージの情報

マネジメント体制を構築） 

②  既存システムへの対処（更改スケジュール） 

③ 優先機能と任意機能の区別（機能の取捨選択、災害用サイネージとその他の区別の仕方） 

④ エリア限定機能（特定地域のみの配信、階層化） 

⑤ 屋外に設置されたサイネージの耐久性、セキュリティの確保 

⑥ 推進体制 
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２０２０デジタルサイネージの今後整理すべき事項 



デジタルサイネージシステムが実現すべき事項の例① 

デジタルサイネージシステムが最低限備えるべき機能や性能 
【想定システム】 
 ① 本ガイドラインがターゲットとするデジタルサイネージシステムの想定条件 
   ・商品プロモーションや情報提供を行うもの 
   ・配信はネットワークを介してセンターサーバから各端末を制御する形態 
   ・表示情報（コンテンツ、スケジュール）は事前に配信（蓄積）され、これを再生するシステム 

 ② ガイドラインのスコープ、システム規模 

 

   

 

 
 

【基本機能】 
 ・本システムの基本ワークフロー 
 （コンテンツ登録、プレイリスト・スケジュール登録、コンテンツ配信、表示確認/運用監視）に係る機能 

【基本機能に係る仕様】 
 ・コンテンツの登録から配信までの各機能に係る仕様 

【インタフェースガイドライン】 
 ・コンテンツ提供者に対する利便性向上への配慮から、デジタルサイネージシステムの共通的な基本のインタ
フェース 

接続プレーヤー数 数十台～数百台 

接続ディスプレイ数 数十台～数百台 

操作端末数 １台以上 

配信先グループ管理数 ２グループ以上 

【システムの構成】 
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 ※ ストリーミング型システム（サーバからのリアルタイム配信）は範囲外 

デジタルサイネージコンソーシアム 



【基本機能に係る仕様】 

 ・コンテンツの登録から配信までの各機能に係る仕様 
【コンテンツ登録機能】 【コンテンツ配信登録機能】 

※ デジタルサイネージシステムが表示できるコンテンツのフォーマット
の種別には、動画、静止画等において各種の標準規格が存在し、各
システムによりサポート範囲が異なる。 

【プレイリスト/スケジュール登録機能】 【コンテンツ配信機能】 

コンテンツ、タイトル名、表示時間、有効期限等のメタ情報を
付加して管理する機能 

プレーヤに配信するコンテンツを指定し、配信実行を指示する
機能 

操作端末で入力されたプレイリスト/スケジュールにしたがって
コンテンツ表示順を決定 

コンテンツデータの配信実行、配信結果を記録・管理する機能 
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デジタルサイネージシステムが実現すべき事項の例② 



【コンテンツ表示機能】 【割り込み表示機能】 
あらかじめ設定された表示順（プレイリスト）に従ってコンテンツ
を再生する機能 

プレイリストによる表示を一時的に停止させ、指定コンテンツ等
の再生を行う機能 

※ 優先度の高い情報を表示する場合など通常のスケジュールによる表
示に優先をして、当該画面の表示を行う場合などに使う 

【システム稼働監視機能】 
サーバ及びプレーヤとそれに接続されるディスプレイの稼働状
況を監視する機能 

【ログデータ管理機能】 

デジタルサイネージシステムの稼働情報を記録管理する機能 
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デジタルサイネージシステムが実現すべき事項の例③ 



【サーバ～プレーヤー間機能】 【データ転送機能】 
サーバから離れた複数のプレーヤを制御することを前提に、Ｌ
ＡＮ接続に対応、インターネットやＩＰ通信サービス等に対応 

(システム設定機能】 
システムの動作条件の設定値を変更する機能 

サーバからデータ転送プロトコルを用いて、プレーヤに転送す
る機能 
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デジタルサイネージシステムが実現すべき事項の例④ 



【インタフェースガイドライン】 

 ・デジタルサイネージシステムとコンテンツ提供者との間での情報の授受 

※ デジタルサイネージへコンテンツを配信するサイネージ配信システムは各社独自開発のため、それぞれのシステムにあわせた形でコンテンツを
用意する必要がある。 

・コンテンツ提供者は、コンテンツ属性情報とプ
レーヤ情報及び表示可能情報をもとに、表示を希
望する時間前に、サイネージシステムに対して表示
依頼を実施。 
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デジタルサイネージシステムが実現すべき事項の例⑤ 



【災害・緊急の範囲】 

 ・デジタルサイネージ設置場所において「震度５強以上」の地震発生時とする。 

 【時間ごとの対応】 

 『平時（発災前）』、『発災直後」、『一定期間経過後』の３段階で対応を行う。 

【場所ごとの対応】 

 ・ここで対応すべきは「被災地」「準被災地」 
  被災地：通常の生活が営めない状況の地域 
  準被災地：おおよそ通常の生活が営めるが、災害の影響を受けた地域 

【提供するコンテンツ】 

・災害に提供されるコンテンツの種類は、以下の２種類。 
  

 

 

【緊急・災害時におけるデジタルサイネージの要件】 

 ・堅牢性の確保（予備電源や通信環境の二重化など） 

 ・災害時でも運用できるシステム環境（リモート運用、簡単な操作による災害時のコンテンツ配信切り替え） 

 ・設置場所に応じた望まれるコンテンツ配信（全国的は情報、ＤＳロケーションにあった情報、ＤＳ設置施設に関する情報） 

ライブ情報（フロー） 
Ａ 外部、メディアを情報原として利用 
Ｂ 自ら情報収集、配信を行う場合 

定型型情報（ストック） 避難経路表示、避難施設への誘導、災害伝言板等安否確認方法 
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災害時におけるデジタルサイネージシステムの運用について① 

デジタルサイネージコンソーシアム 



【切り替え・復帰】 

 ・デジタルサイネージ事業者は、自らの判断に基づいて、自主的に緊急体制に移行。 
 ・ 緊急体制に移行した場合、速やかにその媒体を利用する広告主等と情報共有を図り、運用について協議 
 （切り替え判断基準の例） 
   地震：ＤＳ設置場所において震度５強以上 津波：大津波警報が発令された場合 

【緊急運用体制】 

 ・可能な限り、マニュアル化 
 ・緊急連絡網、事業継続計画（BCP）の策定 

【緊急フローチャート】 
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【ＮＨＫ非常時緊急放送のデジタルサイネージでの受信
公開に関する主な条件等】 

災害時におけるデジタルサイネージシステムの運用について② 



これまでのWG等での意見 
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相互接続・統一ルール 

○ 仕様の標準化、互換性の確保により、全国どこでもシームレスに利活用できること。 

○ 場所や業界によってインターフェースが異ならないこと。 

○ 運用ルールが必要。 

（画面の色の種類、明るさ、鮮やかさや音、画面サイズ、切り替え頻度、コンテンツ（公共情報、商業情報、観光サービス等）の表
示ルール（質・量)）  

○ 災害時情報、オリンピック情報、翻訳情報を、一つのクラウドで実現するための一定のルールが必要。 

○ トラフィックや端末状況にあわせた情報提供の仕組みが必要。 

○ デジタルサイネージが災害時の情報発信となる場合、無料Wi-Fiとの一体的な整備も重要。 

○ 全国へ波及させること。 

２０２０デジタルサイネージの基本的方向性 

多言語対応 

○ 多言語表示にあたっては、スマートフォンにユーザの母国語でデジタルサイネージの情報を表示させるなど、 
表示手法の検討が必要。 

○ コンテンツの多言語化のコストを低減できるような、共通プラットフォームが必要。 
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ICTショーケース・街づくり 

○ 空港に着いてから、移動、宿泊、観光など、 
  トータルで高付加価値な体験（ユーザエクスペリエンス）の実現すること。 

○ 街の付加価値の創出、街の持つ力の最大化等、「街ブランド」を確立すること。 

○ 都市景観と都市機能向上を両立するためのガイドラインを策定すること。 

デジタルサイネージを活用したパブリックビューイング 

○ ２020年では、パブリックビューイングで感動を共有する環境を、日本国内でも、海外でも実現すること。 

○ 屋外会場でのパブリックビューイングは、雨風に耐えられるようシーンにより使い分けを行うこと。 

○ オリンピック動画の利用に関しては、ＪＣだけでなく、ＩＯＣやオフィシャルスポンサーなどと調整すること。 

○ 競技情報等の提供手段にデジタルサイネージを活用するかどうかは、いかに集約効果があって、魅力的
な状態で伝わるかが重要な判断基準であること。 

17 

２０２０デジタルサイネージの基本的方向性 



サイネージを活用した新たなサービスの実現等 

○ 観光案内図や標識などの表示上の隘路を切り開くデジタルサイネージに大きく期待。 

○ デジタルサイネージを新たなメディアとしての価値をあげていくこと。 

○ 日本初の先端技術の海外ビジネスの展開に向けた検討が必要。 

（例：４Ｋ・８Ｋを活用した地方における教育、医療、仕事の機会の向上、博物館や美術館でのサイネージの展開、８Ｋ伝送による
共同講座等） 

○ 「アウトオブホームメディア」に発展させていくためには、設置場所、高さ等のサイズなど視認性、面数、コンテンツ
がメディア価値を担保。 

○ ハンディを持つ人、高齢者、外国人などのユーザビリティやアクセシビリティの観点からの検討が必要。 

○ 世界に示せるICTを使ったパラリンピックレガシーについて詰める必要。 

障がい者や高齢者等、パラリンピックへの対応 

18 

２０２０デジタルサイネージの基本的方向性 



○ アクションプランの早期策定を期待。 

○ アクションプラン具体化し、着実に進めるための強力な推進体制が必要。 

○ アクションプランでは、多言語対応をはじめ、ハード・ソフト両面のバリアフリー、災害対策、高齢化社会も見据
えたＩＣＴの活用・整備を促進。 

○ テクノロジー主導ではなく、利用者視点を含めたアクションプランへの盛り込みが必要。 

○ レガシーについて、オリンピック・パラリンピックで目指すところと、レガシーとして使い続けるところのプライオリ
ティを分けること。 

○ プライオリティを決めるにあたっては、技術的な視点と同時に、利用者、シーン別の視点で点検することが必要。 

○ グローバルスタンダードを獲得することが重要。 

今後の進め方、推進体制について 
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今後の進め方等について 



情報提供事業者 

店舗 

プラットフォーム 
（例 BEACON管理、サイネージ管理、各種情報管理） 

クラウド・サービス 
翻訳サーバ 

BEACON 

多言語表示 
表示制御・更新 

近隣者情報を
元に 

表示最適化 

Wi-Fi 
◆サイネージ情報の最適化 
・個人属性による最適化 
・行動記録による最適化 
 
◆サイネージ非連動 
・位置、時刻情報による最適化 
・サイネージ情報による最適化 

多言語表示 

デジタルサイネージ 
ターミナル 

モバイル端末 

自治体／企業 

多言語対応デジタルサイネージ素案 別 紙 
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